
-

○

平成28年度 事務事業点検シート

事務事業名 土木総務一般事務事業 新規/継続 継続事業 整理番号 0155001000 001
分割/統合

事業所管課 土木交通部土木総務課
項 土木管理費 連絡先 (078)918-5031

事業の分割/
統合の内容会計 一般会計

款 土木費

補助・助成 その他

個別計画 委託 指定管理

事業 土木総務一般事務事業 根拠法令
・要綱等 道路法等

施策分野
5 都市基盤整備分野

5-2 交通体系の構築
実施方法

直営

目 土木総務費 自治/法定 自治事務 開始年度 不明

関
連
予
算
科
目

目標値

認定市道の延長 毎年、認定要件の整った道路の市道認定を行う H28 m 5,000

事
業
の
目
的
・
目
標

目的（誰を・何を、どういう状態にしたいのか）
市道、組織 市道の認定及び維持管理等を適正に実施する。
部・課内の円滑な調整を図る。

成果指標
指標名 考え方・定義・式 目標年次 単位

○道路事業による新設道路等の市道認定
　　　認定市道の延長
　　　　平成２４年度  　３，７９１m
　　　　平成２５年度　　２，４９２m
　　　　平成２６年度　　４，５１３m
　　　　平成２７年度　　５，４７２m
　　　　平成２８年度　　５，０００ｍ（予定）

○認定市道の総延長　６２５，７５０ｍ（平成２８年４月１日現在）

○部内の調整及び課内の庶務

事業のコスト
（単位：千円） 事業費 人件費

（参考値）
総事業費
（参考値）

財源内訳

事
業
内
容

28年度人員配置（人）国・県支出金 地方債 その他特定財源 一般財源

26決算 490 17,820 18,310 0 0 0 18,310

1.35 ｱﾙﾊﾞｲﾄ1.00

27決算 318 18,600 18,918 0 0.000 0 18,918 再任用 0.00 その他
27当初予算 574 18,600 19,174 0 0 0 19,174 正規

28当初予算 612 12,735 13,347 0 0 0 13,347 任期付 0.00 合計 2.35

2
7
年
度
決
算
事
業
費
明
細

区分（節） 内容 金額

2
8
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

区分（節） 内容

需用費
消耗品費等（事務用品、作業着
等） 176 需用費

消耗品費等（事務用品、作業着
等） 296

金額

旅費
関係機関等出張旅費

112 旅費
関係機関等出張旅費

150

その他
食糧費・光熱水費等

5 その他
食糧費・光熱水費等

47

負担金補助及
び交付金

兵庫県治水・防災協会年会費等
25

負担金補助及
び交付金

兵庫県治水・防災協会年会費等
119

合計 318 合計 612



平成28年度 事務事業点検シート
整理番号 0155001000-001 事務事業名土木総務一般事務事業

事
業
の
成
果

指標名
考え方・定義・式

26年度 27年度 28年度見込み
目標年次 単位 目標値

認定市道の延長
毎年、認定要件の整った道路の市道認定を行う

4,513 5,472 5,000

H28 m 5000

公平性 優先性・
緊急性

指標で表せない成果

観点（満たしていない観点に「×」）

不可欠性 市が実施する
必要性 有効性 金額の

妥当性

現状の課題・今後の事業展開方針等
道路法に規定された事務等であり現行のまま継続する。

事
業
の
評
価
・
今
後
の
方
向
性



-

○

○

合計 8,424 合計 13,800

その他 50

0.25 合計 2.15

2
7
年
度
決
算
事
業
費
明
細

区分（節） 内容 金額

2
8
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

区分（節） 内容

備品購入費
道路台帳調書管理システム用パ
ソコン 150

金額

委託料
道路台帳整備

8,424 委託料
道路台帳整備

13,600

28当初予算 13,800 14,865 28,665 0 0 0 28,665 任期付

1.65 ｱﾙﾊﾞｲﾄ0.00

27決算 8,424 16,840 25,264 0 0.250 0 25,264 再任用 0.00 その他
27当初予算 11,919 16,840 28,759 0 0 0 28,759 正規

事業のコスト
（単位：千円） 事業費 人件費

（参考値）
総事業費
（参考値）

財源内訳

事
業
内
容

28年度人員配置（人）国・県支出金 地方債 その他特定財源 一般財源

26決算 7,227 17,000 24,227 0 0 0 24,227

○道路台帳の作成
　　　認定市道の路線数
　　　　平成２５年３月３１日現在　  ２，８６３路線
　　　　平成２６年３月３１日現在　　２，８８７路線
　　　　平成２７年３月３１日現在    ２，９２２路線
　　　　平成２８年３月３１日現在    ２，９７８路線

目標値

事
業
の
目
的
・
目
標

目的（誰を・何を、どういう状態にしたいのか）
道路台帳 台帳を整備し、道路管理の基礎資料とする。

成果指標
指標名 考え方・定義・式 目標年次 単位

補助・助成 その他

個別計画 委託 指定管理

事業 道路台帳整備事業 根拠法令
・要綱等 道路法

施策分野
5 都市基盤整備分野

5-2 交通体系の構築
実施方法

直営

目 道路橋りょう総務費 自治/法定 自治事務 開始年度 不明

関
連
予
算
科
目

事業所管課 土木交通部土木総務課
項 道路橋りょう費 連絡先 (078)918-5031

事業の分割/
統合の内容会計 一般会計

款 土木費

平成28年度 事務事業点検シート

事務事業名 道路台帳整備事業 新規/継続 継続事業 整理番号 0155001000 002
分割/統合



現状の課題・今後の事業展開方針等
道路法に規定された事務等であり現行のまま継続する。

事
業
の
評
価
・
今
後
の
方
向
性

公平性 優先性・
緊急性

指標で表せない成果
毎年、新規に認定された市道等を追加して最新の台帳を作成している。

観点（満たしていない観点に「×」）

不可欠性 市が実施する
必要性 有効性 金額の

妥当性

事
業
の
成
果

指標名
考え方・定義・式

26年度 27年度 28年度見込み
目標年次 単位 目標値

平成28年度 事務事業点検シート
整理番号 0155001000-002 事務事業名道路台帳整備事業



-

○

○

合計 2,384 合計 3,052

補償補填及び
賠償金

損害賠償金
1,000

補償補填及び
賠償金

損害賠償金
637

負担金補助及
び交付金

研修参加費
90

図書修正業務
406 委託料

図書修正業務
500

役務費
道路保険

951 役務費
道路保険

968

0.25 合計 2.15

2
7
年
度
決
算
事
業
費
明
細

区分（節） 内容 金額

2
8
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

区分（節） 内容

需用費
消耗品費等（明示版、事務用
品、システム修繕費等） 374 需用費

消耗品費等（明示版、事務用
品、システム修繕費等） 370

金額

旅費
関係機関等出張旅費

16 旅費
関係機関等出張旅費

124

委託料

28当初予算 3,052 14,865 17,917 0 0 1,873 16,044 任期付

1.65 ｱﾙﾊﾞｲﾄ0.00

27決算 2,384 12,740 15,124 0 0.250 0 15,124 再任用 0.00 その他
27当初予算 3,129 12,740 15,869 0 0 1,932 13,937 正規

事業のコスト
（単位：千円） 事業費 人件費

（参考値）
総事業費
（参考値）

財源内訳

事
業
内
容

28年度人員配置（人）国・県支出金 地方債 その他特定財源 一般財源

26決算 2,875 18,120 20,995 0 0 1,383 19,612

○道路境界明示
　　平成２４年度　２４５件
　　平成２５年度　２８１件
　　平成２６年度　２４３件
　　平成２７年度　２７４件
　　平成２８年度　　８３件　（平成２８年６月３０日現在）

○測量等により道路用地を確定させる。

○法定外公共物図書の修正を行う。

○道路保険加入

○道路上の事故に対する損害賠償金の支払い
　　平成２４年度　０件
　　平成２５年度　３件
　　平成２６年度　１件
　　平成２７年度　２件
　　平成２８年度　１件　（平成２８年６月３０日現在）

目標値

損害賠償金の支払件数 適正な道路管理を行うことにより、支払件数の減少を図る。 H28 件 1

事
業
の
目
的
・
目
標

目的（誰を・何を、どういう状態にしたいのか）
道路、道路用地、里道、街区基準点 土地（民有地及び市道路用地）の境界を明確にするとともに、市道上での万一の事故に
備え、道路管理に万全を期す。
道路用地を確定するとともに、国から必要な里道の譲与を受け、街区基準点の管理を行う。
成果指標

指標名 考え方・定義・式 目標年次 単位

補助・助成 その他

個別計画 委託 指定管理

事業 道路管理事務事業 根拠法令
・要綱等

道路法、国家賠償法等、国有財産特別措置法
等

施策分野
5 都市基盤整備分野

5-2 交通体系の構築
実施方法

直営

目 道路橋りょう総務費 自治/法定 自治事務 開始年度 不明

関
連
予
算
科
目

事業所管課 土木交通部土木総務課
項 道路橋りょう費 連絡先 (078)918-5031

事業の分割/
統合の内容会計 一般会計

款 土木費

平成28年度 事務事業点検シート

事務事業名 道路管理（一般）事務事業 新規/継続 継続事業 整理番号 0155001000 003
分割/統合



現状の課題・今後の事業展開方針等
現在、効率的に事務を行っており、現行のまま継続する。

事
業
の
評
価
・
今
後
の
方
向
性

1

公平性 優先性・
緊急性

指標で表せない成果
土地所有者からの申請により、効率的に道路境界明示を行っている。

観点（満たしていない観点に「×」）

不可欠性 市が実施する
必要性 有効性 金額の

妥当性

事
業
の
成
果

指標名
考え方・定義・式

26年度 27年度 28年度見込み
目標年次 単位 目標値

損害賠償金の支払件数

適正な道路管理を行うことにより、支払件数の減
少を図る。

2 2 1

H28 件

平成28年度 事務事業点検シート
整理番号 0155001000-003 事務事業名道路管理（一般）事務事業



-

21

○

○

合計 3,530 合計 3,834

その他 15 その他 34

0.25 合計 1.95

2
7
年
度
決
算
事
業
費
明
細

区分（節） 内容 金額

2
8
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

区分（節） 内容

負担金補助及
び交付金

国土調査推進協議会年会費
70

負担金補助及
び交付金

国土調査推進協議会年会費
100

金額

委託料
地籍調査業務

3,445 委託料
地籍調査業務

3,700

28当初予算 3,834 13,245 17,079 2,800 0 0 14,279 任期付

1.45 ｱﾙﾊﾞｲﾄ0.00

27決算 3,530 10,220 13,750 2,588 0.250 0 11,162 再任用 0.00 その他
27当初予算 3,534 10,220 13,754 2,575 0 0 11,179 正規

事業のコスト
（単位：千円） 事業費 人件費

（参考値）
総事業費
（参考値）

財源内訳

事
業
内
容

28年度人員配置（人）国・県支出金 地方債 その他特定財源 一般財源

26決算 3,824 11,040 14,864 2,790 0 0 12,074

○地籍調査【官民境界等先行調査】
　・官民及び官官境界筆界点の調査及び測量を実施し、街区調査図を作成する。
　　　実施箇所
　　　　平成２４年度　西明石北町３丁目　　０.０６㎢
　　　　平成２５年度　藤が丘１丁目　      　０.０７㎢
　　　　平成２６年度　藤が丘２丁目　 　　   ０.０７㎢
　　　　平成２７年度　西明石町５丁目　　   ０.０５㎢
　　　　平成２８年度　西明石町４丁目　　   ０.０４㎢（予定）

目標値

調査面積 未調査区域について計画的に調査を行う。 平成31年度 ㎢ 0.17

事
業
の
目
的
・
目
標

目的（誰を・何を、どういう状態にしたいのか）
土地 道路・水路等の公共用地と民地との境界を明確にする。

成果指標
指標名 考え方・定義・式 目標年次 単位

補助・助成 その他

個別計画 委託 指定管理

年度
事業 地籍調査事務事業 根拠法令

・要綱等 国土調査法等
施策分野

5 都市基盤整備分野

5-2 交通体系の構築
実施方法

直営

目 道路橋りょう総務費 自治/法定 自治事務 開始年度 平成

関
連
予
算
科
目

事業所管課 土木交通部土木総務課
項 道路橋りょう費 連絡先 (078)918-5031

事業の分割/
統合の内容会計 一般会計

款 土木費

平成28年度 事務事業点検シート

事務事業名 地籍調査事務事業 新規/継続 継続事業 整理番号 0155001000 004
分割/統合



現状の課題・今後の事業展開方針等
事業効果等について検証を行い、次年度以降も継続するかを検討する。

事
業
の
評
価
・
今
後
の
方
向
性

0.17

公平性 優先性・
緊急性

×

指標で表せない成果

観点（満たしていない観点に「×」）

不可欠性 市が実施する
必要性 有効性 金額の

妥当性

事
業
の
成
果

指標名
考え方・定義・式

26年度 27年度 28年度見込み
目標年次 単位 目標値

調査面積
未調査区域について計画的に調査を行う。

0.07 0.05 0.04

平成31年度 ㎢

平成28年度 事務事業点検シート
整理番号 0155001000-004 事務事業名地籍調査事務事業



-

25

○

○

合計 347 合計 2,116

公有財産購入
費

用地買収費用
500

委託料
測量・分筆委託

1,500

0.25 合計 1.90

2
7
年
度
決
算
事
業
費
明
細

区分（節） 内容 金額

2
8
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

区分（節） 内容

委託料
測量・分筆委託

332 旅費
用地交渉等旅費

66

金額

報償費
立会等協力者への謝礼

15 報償費
立会等協力者への謝礼

50

28当初予算 2,116 12,840 14,956 0 0 0 14,956 任期付

1.40 ｱﾙﾊﾞｲﾄ0.00

27決算 347 9,400 9,747 0 0.250 0 9,747 再任用 0.00 その他
27当初予算 2,116 9,400 11,516 0 0 0 11,516 正規

事業のコスト
（単位：千円） 事業費 人件費

（参考値）
総事業費
（参考値）

財源内訳

事
業
内
容

28年度人員配置（人）国・県支出金 地方債 その他特定財源 一般財源

26決算 1,416 10,220 11,636 0 0 0 11,636

１　次の①～③の場合は寄附、それ以外の場合は買収により解決を図る。
①寄附を希望される場合
②過去に市が買収・寄附等により権原を取得している場合
③土地が非課税の場合

２　買収の場合は、基本宅地価格の１０％で算定する。

３　未登記道路を含む民有地の確定測量費用は、所有者が負担。
　　地積更正・分筆、所有権移転費用は市負担とする。

○実績
　　平成２５年度　　寄附　４件 （154.85㎡）　　買収１件 （11.71㎡）
　　平成２６年度　　寄附　２件 （317.00㎡）　　買収２件 （20.96㎡）
　　平成２７年度　　寄附　３件 （163.08㎡）　　買収０件 （ 0.00㎡）
　　平成２８年度　　寄附　１件 （ 33.00㎡）　　買収０件 （ 0.00㎡）　　（平成２８年６月３０日現在）

目標値

所有権移転登記 未登記道路の権原を取得することにより、市道を適正に
管理する。 平成30年度 件 15

事
業
の
目
的
・
目
標

目的（誰を・何を、どういう状態にしたいのか）
市道内にある、登記簿上明石市以外の名義となっている土地 測量・分筆等するとともに、寄附や買収により、市に所有権移
転登記を行う。

成果指標
指標名 考え方・定義・式 目標年次 単位

補助・助成 その他

個別計画 委託 指定管理

年度
事業 未登記道路整理事業 根拠法令

・要綱等
施策分野

5 都市基盤整備分野

5-2 交通体系の構築
実施方法

直営

目 道路橋りょう総務費 自治/法定 自治事務 開始年度 平成

関
連
予
算
科
目

事業所管課 土木交通部土木総務課
項 道路橋りょう費 連絡先 (078)918-5031

事業の分割/
統合の内容会計 一般会計

款 土木費

平成28年度 事務事業点検シート

事務事業名 未登記道路整理事業 新規/継続 継続事業 整理番号 0155001000 005
分割/統合



現状の課題・今後の事業展開方針等
市道の適正な管理のため、必要・不可欠。現在、効率的に事務を行っており、現行のまま継続する。

事
業
の
評
価
・
今
後
の
方
向
性

15

公平性 優先性・
緊急性

指標で表せない成果

観点（満たしていない観点に「×」）

不可欠性 市が実施する
必要性 有効性 金額の

妥当性

事
業
の
成
果

指標名
考え方・定義・式

26年度 27年度 28年度見込み
目標年次 単位 目標値

所有権移転登記

未登記道路の権原を取得することにより、市道を
適正に管理する。

5 1

平成30年度 件

平成28年度 事務事業点検シート
整理番号 0155001000-005 事務事業名未登記道路整理事業
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平成28年度 事務事業点検シート

事務事業名 コミュニティ交通運行事業 新規/継続 継続事業 整理番号 0155101000 001
分割/統合

事業所管課 土木交通部交通政策室交通政策課
項 都市計画費 連絡先 (078)918-5035

事業の分割/
統合の内容会計 一般会計

款 土木費

補助・助成 その他

個別計画 総合交通計画 委託 指定管理

年度
事業 コミュニティ交通運行事業 根拠法令

・要綱等 道路運送法
施策分野

5 都市基盤整備分野

5-2 交通体系の構築
実施方法

直営

目 都市計画総務費 自治/法定 自治事務 開始年度 平成

関
連
予
算
科
目

目標値
ｺﾐｭﾆﾃｨﾊﾞｽ（たこバ
ス）の利用者数 年間利用者数 平成28年度万人/年 100

事
業
の
目
的
・
目
標

目的（誰を・何を、どういう状態にしたいのか）
コミュニティバス（たこバス）を運行し、交通不便地域の縮減、移動制約者の移動手段の確保等を図る。

成果指標
指標名 考え方・定義・式 目標年次 単位

ｺﾐｭﾆﾃｨﾊﾞｽ（たこバ
ス）の利用者数

全路線一日あたりの利用者数を算出
（利用者数）＝（全路線の年間の利用者総数）／365日（H27は366日）平成28年度 人/日 3,000

コミュニティバス（たこバス）
　運行時間：概ね7時～21時
　便数：概ね1時間に1便
　運賃：大人100円・小人50円
　運行事業者：ルート
　　神姫バス：①西明石北 ②西明石南 ⑤谷八木 ⑥江井ヶ島
　　山陽バス：⑦西江井ヶ島 ⑩青葉台 ⑪清水 ⑫西岡東 ⑮二見
　　明正キャブ：③松陰 ④大久保南
　　明石タクシー：⑧金ヶ崎 ⑨錦が丘
　　ルミナスタクシー：⑬西岡西 ⑭清水西
　【年間利用者数】
　　H20年度　717,971人/年　 H21年度　782,422人/年　H22年度　867,412人/年　H23年度  919,859人/年
　　H24年度  971,742人/年　 H25年度　1,019,993人/年　Ｈ26年度　1,002,136人/年　Ｈ27年度　1,038,276人/年　Ｈ28年度　1,060,000人/
年（見込）
　【年度別1日当りの平均利用者数】
　　H19年度（11月～）1,605人/日　　H20年度　1,967人/日　　H21年度　2,144人/日　　H22年度　2,376人/日　H23年度　2,513人/日
　　H24年度　2,662人/日　 H25年度　2,795人/日　Ｈ26年度　2,746人/日　Ｈ27年度　2,837人/日　Ｈ28年度　2,904人/日（見込）
　
　交通不便地域の縮減や移動制約者の移動手段の確保等を基本コンセプトとして、平成19年11月から路線拡大し運行している。
　マップの配布、エコファミリー制度、各種キャンペーンやイベントの実施など利用促進を行う一方で、路線改廃スキームに基づき利用の少
ないルートの見直しや、利用者の利便性向上を図っている。
　平成25年度以降、年間目標利用者100万人を達成しており、平成28年度はさらなる利用者の増加を見込んでいる。

事業のコスト
（単位：千円） 事業費 人件費

（参考値）
総事業費
（参考値）

財源内訳

事
業
内
容

28年度人員配置（人）国・県支出金 地方債 その他特定財源 一般財源

26決算 156,093 17,700 173,793 0 0 0 173,793

2.00 ｱﾙﾊﾞｲﾄ0.00

27決算 151,608 17,300 168,908 0 0.000 0 168,908 再任用 0.00 その他
27当初予算 162,830 17,300 180,130 0 0 0 180,130 正規

28当初予算 161,756 17,500 179,256 0 0 0 179,256 任期付 0.50 合計 2.50

2
7
年
度
決
算
事
業
費
明
細

区分（節） 内容 金額

2
8
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

区分（節） 内容

需用費
事務用品等

398 需用費
事務用品等

635

金額

旅費
近接地旅費等

33 旅費
近接地旅費等

50

使用料及び賃
借料

会議室使用料ほか
22

負担金補助及
び交付金

コミュニティバス（たこバス）運行
補助金 160,921

役務費
商標登録料

42
使用料及び賃
借料

会議室使用料ほか
150

負担金補助及
び交付金

コミュニティバス（たこバス）運行
補助金 151,113

合計 151,608 合計 161,756





-
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○

合計 29,853 合計 14,882

負担金補助及
び交付金

民営乗合バス事業補助金、バス
ロケーションシステム補助金等 7,563

負担金補助及
び交付金

民営乗合バス事業補助金、バス
ロケーションシステム補助金等 8,276

委託料
朝霧駅等都市情報提供システム
整備業務委託（繰越明許分） 14,850

使用料及び賃
借料

地域公共交通会議会議室使用
料等 30

総合交通計画中間検証検討業
務委託 6,664 委託料

都市情報提供システム保守管理
業務委託 5,768

需用費
被服費等

92 需用費
被服費等

177

0.50 合計 3.50

2
7
年
度
決
算
事
業
費
明
細

区分（節） 内容 金額

2
8
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

区分（節） 内容

旅費
近接旅費、総合交通計画中間検
証検討会旅費等 393 旅費

近接旅費等
391

金額

報償費
地域公共交通会議、総合交通計
画中間検証検討会報償費等 291 報償費

地域公共交通会議報償費等
240

委託料

28当初予算 14,882 25,600 40,482 274 0 0 40,208 任期付

3.00 ｱﾙﾊﾞｲﾄ0.00

27決算 29,853 25,500 55,353 7,938 0.008,900 0 38,515 再任用 0.00 その他
27当初予算 17,007 25,500 42,507 4,130 0 0 38,377 正規

事業のコスト
（単位：千円） 事業費 人件費

（参考値）
総事業費
（参考値）

財源内訳

事
業
内
容

28年度人員配置（人）国・県支出金 地方債 その他特定財源 一般財源

26決算 5,560 34,100 39,660 1,651 0 0 38,009

外出割合 平成22年の水準を維持 平成34年 ％ 77

鉄道、バス、海上交通などの公共交通について、利便性向上を図り、利用促進に取り組む。

（主な事業内容）
 ・明石市総合交通計画（平成24年度改定版）に基づき、公共交通、自動車、自転車など、全ての移動手段を含め、それぞれが適切な役割
分担のもとで連携した総合交通体系として計画を位置づけることで、過度に自動車に依存することなく、公共交通をはじめとするあらゆる
交通手段を目的に応じて適切に選択し、移動できる交通環境づくりや生活スタイルを確立していく。
 ・国、県、関係市及び関係団体と連携し、明石-岩屋間の海上交通のPRを行う。
 ・公共交通の利用促進を図るため、学校に対し出前講座の実施、バス沿線の施設などに対しては、公共交通の利用促進施策を実施し、
マイカーからの転換を促す。
 ・明石地区バス事業者協会とともに設置している「あかしバスに乗ろうプロジェクト！」を通じて、お試し乗車券やバスマップなど特典の提
供により本市転入者を積極的に公共交通利用者に転換させるなど、公共交通の利用者増に向けた活動を行う。
 ・路線バスのノンステップバスやバスロケーションシステムの導入、運行赤字に対して、国、県と連携して補助を行う。

目標値

公共交通利用者数 年間利用者数 平成34年 億人/年 1

事
業
の
目
的
・
目
標

目的（誰を・何を、どういう状態にしたいのか）
平成２４年度に見直した総合交通計画に基づき、公共交通の利用促進を基本とし、時代の変化に対応した誰もが安全で円滑
に移動できる交通体系を確立する。

成果指標
指標名 考え方・定義・式 目標年次 単位

補助・助成 その他

個別計画 総合交通計画 委託 指定管理

年度
事業 交通政策事業 根拠法令

・要綱等
施策分野

5 都市基盤整備分野

5-2 交通体系の構築
実施方法

直営

目 都市計画総務費 自治/法定 自治事務 開始年度 平成

関
連
予
算
科
目

事業所管課 土木交通部交通政策室交通政策課
項 都市計画費 連絡先 (078)918-5035

事業の分割/
統合の内容会計 一般会計

款 土木費

平成28年度 事務事業点検シート

事務事業名 交通政策事業 新規/継続 継続事業 整理番号 0155101000 002
分割/統合
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